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特定非営利活動法人　ゆづるは
１．　事業実施の成果
　令和3年度は、前年同様に新型コロナウイルスの影響を受け、障がいのある方々の生産活動の減少と
なったが、コロナ以前の生産活動の7割近くまで戻ることが出来た。
それに伴い、障がいのある方々の収入（支払い工賃）も増加することが出来た。
但し、就労継続支援事業B型における生産活動の必要経費は捻出が困難となっている。
また、コロナウイルスによる影響での障がいのある方々の収入（支払い工賃）確保について
生産活動以外からの補填も認められており前年に引き続き大幅な減少とならないように取り組んだ。

　他に引き続きコロナウイルスによる影響が続いているのは、NPO法人としての活動である
市民ニーズに寄り添う活動が、前年同様に広報及びホームページでの情報発信が主となった
但し、コロナウイルスの減少期に地域の特別支援学校における保護者を対象とした講演が行われた。
来年度も引き続き、講演が予定されておりNPO法人としての活動が再開されることを期待する。
　余暇活動支援においては、緊急事態宣言の合い間を縫うように活動は継続している。

　今後のコロナウイルスによる影響がいつまで続くのかは不透明ながらも、感染者を出さず活動の継続が
行なわれており、今後も感染対策及び衛生指導に注力しゼロコロナの継続を目指したい。

２．　事業の実施に関する事項
（１）　特定非営利活動に係る事業

障がい者の就労 管理運営 通年

支援事業 ・受注軽作業による作業訓練 通年 ワークスタイル

①ダイレクトメールにおける こすも その他実習見学

障害者総合支援法 　セット・封入・封緘・バルク

に基づく障害福祉 　シーケンシャルコード管理

サービス事業 　を含むすべての作業

②通販商品の箱組み立て及び

　箱詰め等全般

③各種化粧箱組立

④紙製品加工

⑤ソーシャルスキルトレーニング

⑥生活技能訓練

⑦学習指導 利用者延べ287名

⑧指定特定相談支援事業所

障がいを有する方の ・地域住民に対し福祉現場の見学 通年 ワークスタイル

福祉向上に関する 相談事業 こすも

情報提供及び普及 ・支援学校生徒への実習提供

啓発事業 ・障がいを有する方と家族への 依頼に 法人施設及び

サポート及び相談業務 応じ随時 各家庭や電話

・障がい支援を行う方へのサポ

ート及び相談業務

・広報誌発行 3回

・ホームページ 随時

・障がい支援に関する講演

学校

近隣作業所や地域と ・地域の親の会との連携事業

の協働及び連携事業 障害支援施設との協働連携事業

　※新型コロナにより未開催

11月17日 太宰府特別支援

無償ボランティア

1人 父兄・教員 0

52名 無償ボランティア

未開催 未開催 未開催 0

無償ボランティア

法人施設内 一般市民多数 567
2人

Ｗｅｂ上 無償ボランティア

2人 障がいを有する 0

方やその家族

家族及び本人

支援関係者他

9人 障がい児・家族 0

他　20回 無償ボランティア

教職員

その他市民多数　　　1人

支出額
（千円）

法人施設内 1人 事業利用者多数 738

8人 施設利用者16名 44,121

未開催

令和3年度　事業報告書
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場所 従事者の
人数

受益対象者の範
囲及び人数
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令和3年度　事業報告書
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

障がいを有する方 ・社会資源を利用した余暇活動 通年

の余暇活動の企画・ ・プランニング・実施指導

推進事業 社会生活活動の指導と相談支援

余暇休日活動の提供（無償事業） 通年

障がいを有する方 ・市主催福祉祭り

と地域住民との交流 　駐車場

イベント開催及び

参加支援事業 　※新型コロナにより未開催

障がい児・者福祉 ・職員・ボランティア研修 通年 法人施設内

に携わる人材の育成

及び調査研究事業 ・関連書籍の貸し出し

　※新型コロナにより未開催

未開催

未開催 未開催 未開催

未開催 未開催

無償ボランティア

無償ボランティア

未開催 職員及び希望者 0

ボランティア

月/2～3回 5人 障がい者5名 無償ボランティア

未開催 0

受益対象者の範
囲及び人数

支出額
（千円）

法人施設内 5人 障がい者5名 256

コミュニティ

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場所 従事者の
人数

未開催
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